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１ 管内の概況 

（１） 管内の状況 

青森県の中央を南北に貫く八甲田連峰の東側から太平洋に至るまで丘陵地が広がっている。 

当部の管内は、この丘陵地を中心とした東西約４５km、南北約８０km の地域で、総面積は 

２，０５５k ㎡と県全体の約２１%に当たり、県内６地域県民局地域健康福祉部の中で最大の広

さを有している。 

管内の気候は、北部を除くと積雪は比較的少ないものの、６月から９月にかけて太平洋から冷

たい偏東風（ヤマセ）が吹き付け、冷害の要因となっていることが特色として挙げられる。 

また、十和田湖及び奥入瀬川周辺の地域は国立公園に指定され、丘陵地域には小川原湖をはじ

め多くの湖沼、河川を有し、希少な動植物等の豊かな自然環境にも恵まれている。 

 

（２） 管内地図 
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（３） 市町村別面積、人口及び人口密度 

市町村名 

人 口（人） ３区分別人口(H24.9.30) 
世帯数 

H24.9.30 

面積

（㎢） 

人口密度 

(人/㎢) 23 年度 24 年度 
増

減 

若年人口 

(0～14 歳) 

生産年齢人口 

(15～64 歳) 

老年人口 

(65 歳以上) 

十和田市 65,758 65,326 ▲522 8,171 40,143 17,012 27,094  725.67 90.02 

三 沢 市 42,234 42,180 ▲54 6,458 26,789 8,933 18,767  120.09 351.24 

野辺地町 14,769 14,706 ▲63 1,637 8,582 4,487 6,609  81.61 180.20 

七 戸 町 17,679 17,442 ▲237 1,916 9,880 5,646 6,900  337.23 51.72 

六 戸 町 10,530 10,735 205 1,367 6,247 3,121 3,994  84.06 127.71 

横 浜 町 5,130 5,070 ▲60 573 2,881 1,616 2,105  126.55 40.06 

東 北 町 19,616 19,451 ▲165 2,329 11,099 6,023 7,176  326.71 59.54 

六ヶ所村 11,181 11,167 ▲14 1,447 7,425 2,295 4,639  253.01 44.14 

管内合計 186,897 186,077 ▲820 23,898 113,046 49,133 77,284 2054.93 90.55 

１ 人口及び世帯数は、各年９月３０日現在の「住民基本台帳月報」より 

２ 面積は、平成２４年１０月１日現在の国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」 

より 

３ 人口密度は表中の人口を面積で除したもの。 

 

※ 平成１７年１月１日 十和田市・十和田湖町合併。(十和田市) 

  平成１７年３月３１日 七戸町・天間林村合併。(七戸町) 

             上北町・東北町合併。(東北町）  

 

   当部管内の人口ピラミッド（５歳階級）  左側が男性、右側が女性。 
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「平成２４年青森県人口移動統計調査」より（同年１０月１日現在） 
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 （４）上十三地域の人口１人当たり市町村民所得 

 １人当たり市町村民所得 

（千円） 

県平均に対する比 

（％） 

十和田市 ２，２２３ ９４．８ 

三沢市 ２，４７０ １０５．３ 

野辺地町 ２，０９６ ８９．４ 

七戸町 ２，００３ ８５．４ 

六戸町 ２，２９６ ９７．９ 

横浜町 １，９５１ ８３．２ 

東北町 ２，００３ ８５．４ 

六ヶ所村 １１，７７８ ５０２．３ 

上十三地域 ２，７６１ １１７．７ 

青森県 ２，３４５ ― 

平成２２年 市町村民経済計算より  

 

 （５）上十三地域の有効求人倍率 
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青森労働局「労働安定業務統計」より 
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２ 沿革 

   （１）～（３）は平成１４年４月１日、十和田保健所、三沢保健所、上北地方福祉事務所、八 

  戸児童相談所七戸支所が上北地方健康福祉こどもセンターに統合となる前の各部の沿革 

 

（１） 保健総室（上十三保健所） 

昭和２２年 ７月 １日 七戸保健所設置。（七戸町役場の一部） 

管轄区域５町１１村（野辺地町、七戸町、三本木町、百石町、大三沢町、 

浦野舘村、甲地村、六ヶ所村、天間林村、十和田村、大深内村、藤坂村、 

四和村、下田村、六戸村、横浜村） 

昭和２７年 ５月 １日 三本木保健所設置。（上北郡三本木町大字三本木字南金崎官地） 

管轄区域３町５村（三本木町、大三沢町、百石町、十和田村、藤坂村、

四和村、六戸村、下田村） 

昭和２９年 ３月 １日 三本木保健所大三沢支所設置。（大三沢町役場西部支所の一部を借用。） 

  昭和３３年 ９月 １日 大三沢町が三沢市となる。 

昭和３３年１１月２１日 三本木保健所が十和田保健所に、大三沢支所が十和田保健所三沢支所 

に改称。 

昭和３５年 ８月    十和田保健所及び十和田保健所三沢支所は型別再編成によりＲ４型と 

なる（注）。管轄地域２市３町１村（十和田市、三沢市、百石町、十和田

湖町、六戸町、下田村） 

昭和３７年 ４月 １日 保健所の機構改正により保健婦係新設。 

昭和４０年 １月 １日 十和田保健所三沢支所は昇格し、新保健所法（昭和２２年９月５日法 

律第１０１号）に基づく三沢保健所として発足する。十和田保健所は十 

和田市、十和田湖町、六戸町を管轄、三沢保健所は三沢市、百石町、下 

田村を管轄。 

昭和４０年 ３月 ２日 十和田保健所Ｒ５型となる。（注） 

昭和４１年 ７月 ２日 十和田保健所Ｌ５型となる。（注） 

昭和４４年 ８月１３日 現在地が市有地から県有地となり、敷地番は十和田市西二番町 55 の 4

に変更（住所は十和田市西二番町 10 の 15） 

昭和４７年 ４月 １日 青森県行政組織規則の改正により、保健所は総務課、環境衛生課、保 

健予防課、保健婦課の四課制となる。 

昭和４９年 ３月３０日 七戸保健所庁舎移転。（七戸町蛇坂 57 の 27）管轄区域５町２村（野 

辺地町、七戸町、横浜町、上北町、東北町、天間林村、六ヶ所村） 

昭和５０年 ９月２２日 十和田保健所が同一敷地内に新築移転。 

昭和５７年 ４月 １日 十和田保健所Ｌ４型となる。（注） 

平成 元年１１月 １日 十和田保健所上十三地域保健医療推進協議会を設置。 

平成 ４年 ４月 １日 青森県行政組織規則の改正により、保健所は総務課、環境衛生課、保 

健予防課、健康増進課の四課制となる。 

 

 （注）かつて保健所は、Ｕ型（都市型）、Ｒ型（農山漁村型）、Ｌ型（人口希薄地域型）に大別され

ていた。 
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平成 ９年 ４月 １日 保健所の再編成により、七戸保健所が廃止、十和田保健所の管轄区域 

は１市５町１村となる。（十和田市、七戸町、十和田湖町、六戸町、上北 

町、東北町、天間林村）また、三沢保健所の管轄区域は１市２町１村（三 

沢市、野辺地町、横浜町、六ヶ所村）となり、県行政組織規則等の一部 

改正により、百石町及び下田町は八戸保健所の管轄区域となる。 

  平成１４年 ４月 １日 旧十和田保健所及び旧三沢保健所は統合し、上十三保健所と改称。 

 

（２） 旧福祉総室（上北地方福祉事務所） 

  昭和２６年１０月 １日 社会福祉事務所設置に関する条例（昭和 26 年９月 19 日青森県条例第

62 号）により、上北社会福祉事務所として二課制(庶務、福祉）で開設

する。（七戸町字七戸 48 の３上北地方事務所庁舎） 

  管轄区域は５町１１村（野辺地町、七戸町、三本木町、百石町、大三

沢町、横浜村、浦野舘村、甲地村、四和村、大深内村、藤坂村、天間林

村、六戸村、六ヶ所村、十和田村、下田村） 

  昭和２９年 ５月 １日 県条例７号により、上北地方福祉事務所と改称する。 

  昭和３０年 ２月 １日 三本木町、大深内村、藤坂村、四和村が合併し、三本木市となる。（後

に十和田市と改称）（管内管轄地域は４町８村） 

  昭和３３年 ９月 １日 大三沢町が三沢市となる。（管内管轄地域は３町８村） 

              その後、十和田村、六戸村、横浜村、浦野舘村、甲地村、下田村が町

制を施行し、管内管轄地域は次の９町２村となる。 

              野辺地町、七戸町、百石町、十和田湖町、六戸町、横浜町、上北町、 

              東北町、下田町、天間林村、六ヶ所村 

  昭和３９年 ４月 １日 三課制（庶務、保護、福祉）に組織替する。 

  昭和４３年 ５月 １日 十勝沖地震による破損が著しく入居不可能となり、以後三度の庁舎移

転をする。 

  昭和４４年 ４月 １日 二課制（総務、保護）に組織替する。 

  昭和４８年 ４月 １日 三課制（総務、保護、福祉）に組織替する。 

  昭和５３年 ４月 １日 新福祉事務所構想により六法総合担当制に移行し、四課制（総務、福

祉第一、福祉第二、福祉第三）となる。 

  平成 ３年 ４月 １日 現庁舎新築により現在地に移転する。（七戸町字蛇坂 55 の 1） 

  平成 ５年 ４月 １日 平成２年６月の福祉関連８法改正に伴う福祉事務所の組織改正により、 

四課制（総務、福祉調整、福祉推進第一、福祉推進第二)となる。 

  平成 ９年 ４月 １日 県行政組織規則等の一部改正により、百石町及び下田町が三戸地方福

祉事務所の所管となる。管内管轄地域は７町２村（野辺地町、七戸町、

十和田湖町、六戸町、横浜町、上北町、東北町、天間林村、六ヶ所村） 

 

（３） 旧こども相談総室（七戸児童相談所） 

  平成１２年 ４月 １日 八戸児童相談所七戸支所として七戸合同庁舎内に設置される。管轄区 

域２市７町２村（十和田市、三沢市、野辺地町、七戸町、十和田湖町、 

六戸町、横浜町、上北町、東北町、天間林村、六ヶ所村） 
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（４） 上北地方健康福祉こどもセンター 

  平成１４年 ４月 １日 県行政機構の一部改正により、上北地方健康福祉こどもセンターが開

設され、総務企画室、保健部、福祉部、こども相談部が設置される。上

十三保健所、上北地方福祉事務所、七戸児童相談所は上北地方健康福祉

こどもセンター併置となる。 

            ア 総務企画室が設置され、センターの庶務事務、企画を担当する。 

            イ 保健部の保健予防課及び生活衛生課は旧十和田保健所庁舎に、健康増

進課は旧三沢保健所庁舎に配置となる。 

  十和田保健所及び三沢保健所は統合し、上十三保健所と改称する。 

ウ 福祉部は福祉調整課、福祉推進第一課、福祉推進第二課の三課体制と

なる。  

エ こども相談部はこども相談第一課、こども相談第二課の二課体制とな 

る。  

八戸児童相談所七戸支所は七戸児童相談所と格上げになる。 

  平成１５年 ４月 １日（福祉部）組織改正により福祉推進課が生活保護単法制となる。 

平成１６年 ４月 １日（福祉部）組織改正により福祉推進課が保護課となる。 

  平成１７年 １月 １日 十和田市と十和田湖町が合併し十和田市となる。 

  平成１７年 ３月３１日 七戸町と天間林村が合併し七戸町となる。東北町と上北町が合併し 

             東北町となる。 

  平成１８年 ３月３１日（保健部）行政改革により三沢庁舎が廃止される。 

  平成１８年 ４月 １日（保健部）健康増進課が十和田庁舎に配置となる。 

  平成１９年 ３月３１日 組織改正により上北地方健康福祉こどもセンターが廃止となる。 

 

（５） 上北地域県民局 地域健康福祉部 

  平成１９年 ４月 １日 組織改正により、上北地域県民局地域健康福祉部が開設され、企画調

整室、保健総室、福祉総室、こども相談総室が設置される。上十三保健

所、上北地方福祉事務所、七戸児童相談所は上北地域県民局地域健康福

祉部併置となる。 

            ア 企画調整室は部の庶務事務、企画を担当する。 

            イ 保健総室は指導予防課、生活衛生課、健康増進課の三課体制となる。 

ウ 福祉総室は福祉調整課、保護課の二課体制となる。 

エ こども相談総室は二課体制から、障害・地域支援と養護・非行等支援

の二グループ制となる。 

  平成２０年 ４月 １日 組織改正により、企画調整室は廃止、福祉総室とこども相談総室が統 

             合されて、福祉こども総室となる。 

            ア 部の庶務事務、企画は保健総室指導予防課が担当する。 

            イ 福祉こども総室は福祉調整課、保護課、こども相談課の三課体制とな

る。



３ 機構図と分掌事務 

（１） 機構図 
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（上北地方福祉事務所・七戸児童相談所） 

〒034-0082 

十和田市西二番町10-15 

TEL 0176-23-4261 

FAX 0176-23-4246 

保 健 総 室 長 

上
北
地
域
県
民
局 

地
域
健
康
福
祉
部
長 

（
福
祉
こ
ど
も
総
室
長
事
務
取
扱
） 

… 

… 

… 

… 

… 

… 
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要護児童の一時保護・児童の養護・障害・

非行・不登校・育成に関する相談、児童虐

待防止及び子育て支援、里親の育成、市町

村児童相談体制への支援、心理判定・心理

治療、医学診断 

【保健総室】（上十三保健所） 

母子相談及び母子・寡婦福祉資金の貸付等 

配偶者からの暴力に関する相談 
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（２） 分掌事務 
保健総室 

 
指導予防課 

 １ 部内の庶務に関すること。 

２ 各種地域計画・市町村計画支援に関すること。 

３ 青森県保健医療計画に関すること。 

４ 健康危機管理に関すること。 

５ 感染症予防に関すること。 

６ 結核予防に関すること。 

７ 医務関係施設の許認可及び監視指導に関すること。 

８ 薬務関係施設の許認可及び監視指導に関すること。 

９ 人口動態、保健統計調査に関すること。 

10 保健・医療・福祉包括ケアシステムの推進に関すること。 

11 地域保健・医師・看護学生研修等に関すること。 

 

生活衛生課 

１ 食品営業関係施設の許認可・登録及び監視指導に関すること。 

２ 食中毒防止、不良食品対策に関すること。 

３ 対ＥＵ輸出ホタテ貝サンプリング事業に関すること。 

４ 生活衛生営業施設等の許認可及び検査確認等に関すること。 

５ 特定建築物衛生対策に関すること。 

６ 飲料水の衛生対策に関すること。 

７ 温泉及び化製場等に関すること。 

 

健康増進課 

１ 健康づくり事業（健康あおもり２１・圏域計画）の推進に関すること。 

２ 特定給食施設栄養管理指導に関すること。 

３ 長期療養児療育相談指導に関すること。 

４ 未熟児・妊産婦の訪問指導に関すること。 

５ 産後の育児サポートの推進に関すること。 

６ 歯科保健の推進に関すること。 

７ 精神保健福祉の推進に関すること。 

８ 難病対策の推進に関すること。 

９ 介護予防の推進に関すること。 

10 地区組織の育成（食生活改善推進員、保健協力員等）に関すること。 
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福祉こども総室 

 
福祉調整課 

１ 母子寡婦福祉資金の貸付及び償還に関すること。 

２ 民生委員・児童委員に関すること。 

３ 配偶者からの暴力防止に関すること。 

４ 災害（人的被害、住家・非住家被害、社会福祉施設被害）及び災害に関する部内取りまと

めに関すること。 

５ 日本赤十字事業に関すること。 

 

保護課 

１ 生活保護に関すること。 

  野辺地町、七戸町、六戸町、横浜町、東北町、六ヶ所村 

 

こども相談課 

１ 児童の養護（虐待を含む）・保健・障害・非行・育成等に係る相談、調査、指導及び措置 

  に関すること。 

２ １歳６か月児・３歳児精神発達精密健康検査及び事後指導に関すること。 

３ 児童環境づくり支援事業に関すること。 

４ 市町村要保護児童対策地域協議会支援に関すること。 

５ 子ども虐待防止対策事業に関すること。 

６ 心理判定・心理治療に関すること。 

７ 医学診断及び指導に関すること。 

８ 社会福祉統計に関すること。 

９ 里親会の育成指導に関すること。 

10 電話相談に関すること。 

11 虐待ホットラインに関すること。 
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（３） 各総室課別・職種別職員数 

（平成 25年 4月 1日現在） 

（ 

職 種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総室名 

・課別 

一

般

職

員 

   医

師 

獣

医

師 

薬

剤

師 

保

健

師 

管

理

栄

養

士 

診

療

放

射

線

技

師 

農

業 

運

転

技

能

員 

非 

常 

勤 

         

 

 

 

合 

 

 

 

計 

児

童

福

祉

司 

ケ

│

ス

ワ

│

カ

│ 

児

童

心

理

司 

再

任

用

職

員 

婦

人

相

談

員 

母

子

自

立

支

援

員 

就

労

支

援

相

談

員 

市

町

村

児

童

家

庭

相

談

支

援

員 

嘱

託

医 

児

童

福

祉

等

補

助

職

員 

非

常

勤

事

務

員 

地域健

康福祉

部長     

①                     1 

【保健総室】 

保健 

総室長 
    1                 1 

次長 1                     1 

指導 

予防課 
3      3 3  1  2 1        1 13 

生活 

衛生課 
     5 1    1           7 

健康 

増進課 
3       8 1    3      3  1 15 

小 計 7    1 5 4 11 1 1 1 2 4      3  2 37 

【福祉こども総室】 

福祉こ

ども総

室長 

①                     ① 

次長 1                     1 

総括主

幹 
3                     3 

福祉 

調整課 
3            3  1 1     1 6 

保護課 18  16          4    1 1 2   22 

こども 

相談課 
8 4  3         2     1 ①  1  10 

小 計 33 4 16 3         9  1 1 1 2 2 1 1 42 

合 計 41 4 16 3 1 5 4 12 1 1 1 2 12  1 1 1 2 5 1 3 80 

※ 地域健康福祉部長は福祉こども総室長事務取扱（表中①として再掲） 

※ こども相談課の嘱託医は保護課嘱託医と兼務（表中①として再掲） 
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４ 平成２５年度上北地域県民局地域健康福祉部運営方針 
 

（１） 部基本方針 
住民が健康で安心して暮らせる社会づくりのために、保健総室・福祉こども総室の連携を強化し、

保健・医療・福祉サービス総合的一体的な提供を図るため、次のとおり運営する。 

 

ア 保健総室では、地域保健法の基本方針の趣旨を踏まえ、健康危機管理の強化、健康増進法に基

づく健康づくりの促進、保健医療福祉が緊密に連携したケア提供の推進をするとともに、食品衛

生法等関係法令に基づく食品衛生、生活衛生関係施設に対する監視指導及び自主衛生管理の促進

を図る。 

 

イ 福祉こども総室では、福祉関係各法業務の適正な実施を図るため、関係機関との連携強化に努

めるほか、市町村における福祉サービス業務の実施体制の整備等への積極的な支援を行い、地域

福祉の向上に努める。 

  また、複雑多様化する児童相談に迅速かつ適切に対応し、地域における児童虐待未然防止活動

や要保護児童地域対策協議会等への支援のさらなる充実・強化を図る。 
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（２） 各総室重点目標及び具体的事項 

 
（保健総室） 

 

ア 重点目標 

（ア） 健康危機管理体制の強化 

（イ） 健康づくり及び安全づくりの推進 

（ウ） 保健医療福祉が連携したケアの推進 

（エ） 食品衛生及び生活衛生等に対する監視指導の徹底 

 

イ 具体的事項 

（ア） 健康危機管理体制の強化 

ａ 新型インフルエンザ地域医療体制の整備 

     ｂ 危機管理現地対策本部等の体制整備 

     ｃ 在宅結核患者支援体制（地域ＤＯＴＳ）の確立 

     ｄ 医療施設における医療安全・院内感染対策への支援 

（イ） 健康づくり及び安全づくりの推進 

     ａ 健康上十三２１の推進及び市町村計画の支援 

     ｂ 喫煙・飲酒対策の推進 

     ｃ 肥満・糖尿病予防対策の推進 

ｄ ８０２０運動の普及啓発 

ｅ こころの健康づくりの推進 

ｆ 食育の推進 

ｇ 十和田市のセーフコミュニティ活動への支援 

（ウ） 保健医療福祉が連携したケアの推進 

     ａ 保健医療福祉包括ケアを推進し、地域連携パスの上十三地域における展開を図る 

     ｂ 妊産婦が安心して出産子育てを進めることができるよう、関係機関のネットワークの強

化を推進する。 

     ｃ 社会復帰施設利用促進と社会適応訓練事業制度活用の推進 

     ｄ 障害当事者の会及び家族会の自立支援及びボランティア組織活動の支援 

ｅ 難病患者の在宅療養支援の充実 

ｆ 地域・職域が連携した自殺総合対策のためのネットワークの強化 

ｇ 育児不安や虐待ハイリスク者への総記対応及び虐待の予防のため、関係機関のネットワ

ークの強化を推進する 

  （エ） 食品衛生及び生活衛生施設等に対する監視指導の徹底 

     ａ 重点監視項目の設定及び年間監視計画による効率的、効果的な監視指導の実施 

ｂ 営業者等に対する自主衛生管理の啓発及び指導の徹底 

ｃ 食品衛生知識の向上を図るための衛生講習会の実施 

ｄ 入浴施設におけるレジオネラ症発生防止のための自主衛生管理の徹底 

     ｅ 飲用井戸及び貯水槽により供給される飲用水の衛生を確保するための管理指導の実施 
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（福祉こども総室） 

 

ア 組織目標 

（ア） 遅滞のない福祉サービスの提供 

（イ） 生活保護（変更）申請等に対する迅速な初動調査の実施 

（ウ） 児童相談業務における実施体制の強化 

（エ） 収入未済の解消に向けた取り組みの強化 

 

イ 取組方針 

（ア） 遅滞のない福祉サービスの提供 

 標準処理期間の設定があるものはその期間内、また設定がない場合でも速やかに対応す

る。 

（イ） 生活保護（変更）申請等に対する迅速な初動調査の実施 

  生活保護申請については、申請後３日以内に法第２９条による資産調査を実施、１週間

以内に初回面接を実施する。 

  保護変更申請、請求書については、受理後１週間以内に調査を実施する。 

（ウ） 児童相談業務における実施体制の強化 

  虐待通告における４８時間以内の児童の安全確認の厳守。 

  虐待通告は即日、その他の相談についても１週間以内に受理会議を開催し、当面の調

査・診断の方針を決定する。 

（エ） 収入未済の解消に向けた取り組みの強化 

収入未済対策会議を定期的に開催し、滞納者個々の滞納原因を把握の上、納入指導方法

等の検討により納入指導を実施し、母子寡婦福祉資金償還金等の収入未済の解消を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

５ 平成２５年度 健康相談等日程表 
場 
所 種      類 

対    象 

（内  容） 
受 付 時 間 実施曜日 

２５年 

  ４月 

 

 ５月 

 

 ６月 

 

 ７月 

 

 ８月 

 

 ９月 

 

１０月 

 

１１月 

 

１２月 

２６年 

  １月 

 

  ２月 

 

  ３月 

上 
 

 

十 

 

 

三 

 

 

保 

 

 

健 

 

 

所 

 

結核診査協議会  15:30～16:30 

第 ２ 水 １０ ８ １２ １０ ※７ １１ ９ １３ １１ ８ １２ １２ 

第 ４ 水 ２４ ２２ ２６ ２４ ２８ ２５ ※３０ ２７ ２５ ２２ ２６ ２６ 

結核接触者健診 結核患者接触者 9:00～11:00 

第 １ 火   ２   ７   ４   ２   ６   ３   １   ５   ３  ７   ４   ４ 

第 ３ 火 １６ ２１ １８ １６ ２０ １７ １５ １９ １７ ２１ １８ １８ 

ＨＩＶ（エイズ）に 

関する相談 
希  望  者 13:00～14:00 

第 １ 火   ２   ７   ４   ２   ６   ３   １   ５   ３  ７  ４  ４ 

第 ３ 火 １６ ２１ １８ １６ ２０ １７ １５ １９ １７ ２１ １８ １８ 

Ｂ型及び 

Ｃ型肝炎検査 

県内市町村に住所を有し、過
去に検査を受けたことがない

希望者 
13:00～14:00 

第 １ 火  ２   ７  ４  ２  ６  ３  １  ５  ３  ７  ４  ４ 

第 ３ 火 １６ ２１ １８ １６ ２０ １７ １５ １９ １７ ２１ １８ １８ 

骨髄バンク登録相談 骨髄バンク登録希望者 9:00～10:00 第  ４  火 ２３ ２８ ２５ ２３ ２７ ２４ ２２ ２６ ２４ ２８ ２５ ２５ 

療 育 相 談 発達が心配な乳幼児 

初めての方は 
10:30～11:00 

 
2回目以降 
の方は 

9:30～10:30 

指 定 月 

(第４水) 
※１０ ２２ ２６ ２４ ２８ ２５ ※３０ ２７ ２５ ２２ ２６ ※１９ 

女性健康相談 思春期から更年期に至る女性 10:00～10:30 第 ３ 火 １６ ２１ １８ １６ ２０ １７ １５ １９ １７ ２１ １８ １８ 

精神保健福祉相談 精神・神経・飲酒等の相談 13:00～14:00 第 ３ 水 １７ １５ １９ １７ ２１ １８ １６ ２０ １８ １５ １９ １９ 

 （保健総室） 

１ ※印は、「実施日」が祝祭日である等の事情により、「実施曜日」以外の日になっています。 

２ ＨＩＶ（エイズ）、Ｂ型及びＣ型肝炎検査、骨髄バンク、精神保健関係のご相談は、なるべく予約をしてご利用ください 

‐1
4

 - 


